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   和歌山市老人福祉施設等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の制 

定について（通知） 

 

 平素は、本市の高齢者福祉行政の推進につきまして、格別のご協力を賜り、厚くお礼申し

上げます。 

 さて、地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に

関する法律（平成２３年法律第３７号及び同年法律第１０５号）及び介護サービスの基盤強

化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成２３年法律第７２号）の施行に伴い、

これまで厚生労働省令で規定していた老人福祉施設、介護老人保健施設、指定居宅サービス

及び指定介護予防サービス等の人員、設備及び運営に関する基準等について、各地方自治体

の条例で定めることとされたことから、本市において各基準条例を制定し、公布しました。

同条例の内容については、次のとおりですので、御了知いただきますようお願いします。 

なお、今回の条例の施行に伴う各推進員の任命等についての届出は不要ですが、組織体制図

等への明記や研修等の実施など、貴法人内の事業所及び施設に対し十分周知を図られ、その適切

な運用をお願いします。 

 

第１ 基準条例 

 （１）和歌山市特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

 （２）和歌山市養護老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

 （３）和歌山市軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準を定める条例 

 （４）和歌山市指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

 （５）和歌山市介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準を定める条例 

 （６）和歌山市指定介護療養型医療施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例 



 （７）和歌山市指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例 

 （８）和歌山市指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サー

ビス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例 

 （９）和歌山市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める

条例 

 （１０）和歌山市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地

域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等

を定める条例 

 

第２ 施行日 

 平成２５年４月１日 

 

第３ 基準条例の考え方 

 上記第１に掲げる各基準条例は、市独自の基準のほかは、各基準条例ごとに対応する厚生労働

省令で定める基準と同様の基準とする。 

 基準条例の趣旨及び内容についても、原則として各基準ごとに国が発出する通知と同様に取り

扱う。 

 

第４ 市独自の基準 

 １ 国基準を変更する基準 

（１）一の居室の定員 

  ア 適用対象となる条例 

    上記第１に掲げる条例のうち、（１）及び（４） 

  イ 基準の内容 

特別養護老人ホーム及び指定介護老人福祉施設（ユニット型を除く。）の一の居室

の定員について、厚生労働省令で定める基準を「１人とすること。ただし地域の実情

等を踏まえ市長が必要と認める場合は、２人以上４人以下とすることができる。」と

変更して規定する。 

（２）記録の整備 

  ア 適用対象となる条例 

    上記第１に掲げる全ての条例 

  イ 基準の内容 

記録の保存期間を、厚生労働省令で定める基準を「当該処遇を行った、又は、当該

サービスを提供した日から５年間」と変更して規定する。 

 

２ 市が独自に追加する基準 

（１）人権擁護 

  ア 適用対象となる条例 

    上記第１に掲げる全ての条例 

  イ 基準の内容 

  （ア）人権擁護推進員の配置の義務化 

（Ⅰ）各省令において定める事業を実施する事業所及び施設（以下「施設等」とい

う。）において、人権擁護に関する責任者として、人権擁護推進員を配置しなけ



ればならない。人権擁護推進員は、管理者が任命する。なお、人権擁護推進員は、

他の職務と兼務することを可能とする。 

   （Ⅱ）人権擁護推進員は、次に掲げる業務を行う。 

（ⅰ）施設等職員に対し人権擁護に関する研修計画を作成し、当該計画に基づき研

修を実施する。 

（ⅱ）施設等の現場における人権に対する正しい理解について、職員に対して適切

な指導及び相談支援を行う。 

（ⅲ）高齢者に対する虐待が起きないよう人権擁護推進員が中心となって他の職員

に適切な指導を行う。 

  （イ）職員、従業者に対する人権擁護に関する研修実施の義務化 

（Ⅰ）施設等において職員に対し年に１回以上、人権擁護に関する研修を実施しなけ

ればならない。 

   （Ⅱ）研修内容及び研修方法は次のとおりとする。 

    （ⅰ）研修内容 

高齢者の人権を尊重した処遇を行うため、老人福祉法、社会福祉法、介護保険

法及び高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律などにお

ける高齢者の人権等に関する理解を深め、職員の人権意識や知識、技術の向上を

図る。 

特に、高齢者虐待は極めて深刻な人権侵害であることから、虐待を防止するた

めの対策及び虐待が発生した場合の迅速かつ適切な対応について、職員間で認識

の共有を図る。 

    （ⅱ）研修方法 

研修方法は、伝達研修や外部講師の招へいなど、実状に応じた方法で実施する

こととし、単独実施が困難な場合は、複数施設等で合同実施することも差し支え

ない。 

（２）非常災害対策 

  ア 適用対象となる条例 

    上記第１に掲げる全ての条例 

※ただし、（介護予防）訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問

看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）居宅療養管理指導、

（介護予防）福祉用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護及び夜間対応型訪問介護に係るものを除く。 

  イ 基準の内容 

    災害対策推進員の配置の義務化 

（ア）施設等において、災害対策に関する責任者として、災害対策推進員を配置しなけれ

ばならない。災害対策推進員は、管理者が任命する。なお、災害対策推進員は、他の

職務と兼務することを可能とする。 

  （イ）災害対策推進員は、次に掲げる業務を行う。 

（Ⅰ）施設等における非常災害対策を推進するため、防災に関する知識の取得に努め 

るとともに、消防機関等への速やかな通報体制、消防団や地域住民との連携をとる

等、職員に対して防災対策の周知徹底を図る。 

（Ⅱ）災害発生時に必要な備品や備蓄等についての点検及び確保を行う。 

（３）安全管理対策 

  ア 適用対象となる条例 



    上記第１に掲げる全ての条例 

※ただし、（介護予防）訪問介護、（介護予防）訪問入浴介護、（介護予防）訪問

看護、（介護予防）訪問リハビリテーション、（介護予防）居宅療養管理指導、

（介護予防）福祉用具貸与、特定（介護予防）福祉用具販売、定期巡回・随時対応

型訪問介護看護及び夜間対応型訪問介護に係るものを除く。 

  イ 基準の内容 

    安全管理対策推進員の配置の義務化 

（ア）施設等において、安全管理対策に関する責任者として、安全管理対策推進員を配

置しなければならない。安全管理対策推進員は、管理者が任命する。なお、安全管

理対策推進員は、他の職務と兼務することを可能とする。 

（イ）安全管理対策推進員は、次に掲げる業務を行う。 

（Ⅰ）処遇中の事故防止のために、高齢者の心身の状態等を踏まえつつ、施設等内外 

の設備の安全点検を計画的に実施する。 

（Ⅱ）施設等で使用する設備等について、衛生的な管理に努めるとともに、施設等内 

において感染症又は食中毒が発生し、又はまん延しないように必要な措置を講ずる。 

       

 ３ その他条例で定める基準 

 （１）法人格の有無 

  ア 適用対象となる条例 

    上記第１に掲げる条例のうち、（７）、（８）、（９）及び（１０） 

  イ 基準の内容 

指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者、指定地域密着型サービス

事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定に関する基準のうち、申請

者の法人格の有無に関する基準を「法人である者とする。」と規定する。 

（２）入所定員 

  ア 適用対象となる条例 

    上記第１に掲げる条例のうち、（４）及び（９） 

  イ 基準の内容 

（ア）指定介護老人福祉施設の指定を行う特別養護老人ホームの入所定員に係る基準

（３０人以上であって条例で定める数）を「３０人以上とする。」と規定する。 

（イ）指定地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護の指定を行う特別養護老人ホー

ムの入所定員に係る基準（２９人以下であって条例で定める数）を「２９人以下と

する。」と規定する。 

 

第５ その他 

 公布しました条例等については、和歌山市ホームページの「特別養護老人ホームの基準条例の

制定について」（介護保険課）、「養護老人ホーム及び軽費老人ホームの基準条例の制定につい

て」（高齢者・地域福祉課）及び「介護サービス事業の基準条例の制定について」（指導監査

課）において掲載していますのでご覧ください。 

 

 


